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０．は じ め に

2007年３月，政府（内閣府）は，この間あ

らゆる領域で進めてきた規制改革の経済効

果 を発表した。発表によれば，総額で18兆

円超，国民１人当たりで14万４千円に及ぶ経

済効果（利用者メリット）が改革によって得

られたと報告されている。もちろんこの試算

は，単に価格の低下分と需要の増加分を足し

合わせたものであって，これをもって政府が

規制改革を手放しで礼賛しているというわけ

ではないが，規制改革に対して政府は肯定的

な評価を与えており，改革路線に大きな変更

はないと考えて差し支えないだろう。

だが，改革が実施された一部門である，「運

輸」部門においては，重大事故や重大事故に

つながりかねないトラブル（インシデント）

が相次いで発生している。そして，その主た

る背景要因の一つとして，規制緩和（後に「規

制改革」という呼称も使われるようになった

が，本稿では「規制緩和」を使う）にともな

う事業者間の過度の競争の存在が指摘されて

いる 。

自動車運送業に限ってみても，経済効果が

125億円あったとされるタクシー業界では，

不況の影響で利用が低迷していたところに，

規制緩和で新規参入・増車が相次ぎ，供給過

剰状態となった。そのために，運転者の営収

減に拍車がかかり，いまや彼らの年収は全国

平均で300万円にまで低下している。歩合制

賃金が採用されているがゆえに無理をして働

く運転者が増えている。また，タクシーの事

故の増加は自動車運送業の中でも顕著であ

る 。

あるいは，先の発表ではとりあげられてい

ないが，貸切バス業界では，2007年２月に大

阪で起きた死傷事故を機に，規制緩和後の事

業者の急増とそれにともなう激しい価格競争

や運転者の過労の実態等がクローズアップさ

れた。実際，国交省が貸切バス事業者を対象

にして重点監査を行ったところ，規制緩和の

旗手とされていた「ツアーバス」も含め，過

労防止義務違反など違法状態が業界内で蔓延

していることが明らかとなった 。

さて，本稿が対象とするのは，先の発表に

よれば，規制改革で３兆4,308億円という巨

額の経済効果がもたらされたとされているト

ラック運送業である。

はじめにトラック輸送産業の特徴を説明す

ると，国内貨物輸送におけるトラック（自家

用も含む）の輸送分担率は，トンベースで９

割超，トンキロベースで６割弱を占めている。

まさにトラック輸送は国民生活や経済活動の

ライフラインといえよう。その役割を担う６
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万超の運送事業者のほとんどが中小零細事業

者である。中小企業基本法でいう「資本金３

億円以下ならびに従業員300人以下」の定義

に基づけば，一般トラック（特積みを除く）

の場合，ほぼ100％が中小企業となる（従業員

ベース）。資金的に参入のハードルが低いこと

もあり，トラック運送業界は中小企業産業の

典型である。

もっとも，それゆえに，事業者間の競争は

激しくなりやすい。また，貨物輸送市場にお

ける，「売手側の小規模・多数性による原子的

売手集中の型と，買手側の地域寡占的な型」

という産業構造的特徴や，輸送サービスの特

質，すなわち輸送サービスは他の経済活動に

伴って生じる派生的なものであって荷主企業

にとっては可能な限り削減が志向される対象

となるがゆえに，荷主企業との間の契約は不

利なものとなる。当然，適正な運賃水準の収

受は困難となる。

さて，そのトラック運送業界では，1990年

に，いわゆる「物流二法（貨物自動車運送事

業法及び貨物運送取扱事業法）」が施行された

のが，規制緩和の始まりである。その後，法

「改正」を経て現在に至るが，規制緩和によ

る変更点は次のとおりである（社会的規制の

強化は除く）。すなわち，事業は免許制から許

可制へ，運賃は許可制から事前届出制さらに

事後届出制へ，それぞれ変わり，路線事業と

貸切事業の事業区分は廃止された。加えて，

事業参入に際して必要な最低保有車両台数の

引き下げ（５台）や，営業区域の拡大さらに

は撤廃が実施されるなど，経済的規制の緩和

が進んだ。その改革の効果は先にみたとおり

で，現在は「大きな規制改革から数年が経過

し，利用者メリットの増加が近年緩やかな分

野」に位置づけられているとはいえ，トラッ

ク運送業界は改革効果の大きかった模範的な

業種ということになるだろう。

本稿の課題は，規制緩和に対する政府のこ

うした基本認識に対して，トラック運送事業

者の経営実態や業界の輸送秩序をめぐる問題

を対置して，過度の競争の促進で業界が危機

的状況にあることを示すことである。

ところで，本稿でもちいる調査データは，

一部を除き，青年経営者によって組織された

北海道トラック協会青年部連絡協議会（以下，

北ト協青連協）と共同で実施した調査研究事

業の成果である 。その意味では，本稿は，中

小運送事業者による運動を視野に入れたもの

である 。つまり，規制緩和による過度な競争

で中小運送事業者の経営基盤が掘り崩される

状況下で，現行の改革路線に対する抵抗，そ

して業界の改善を目的に掲げた中小運送事業

者による運動の端緒に注目をしている 。

さて，本稿で用いるデータは，⑴2007年に

北海道のトラック運送事業者を対象に行った

質問紙調査（有効回答1,350事業者）の結果

に加えて，⑵北海道トラック協会が実施機関

となって行っている適正化事業の結果（同事

業については，資料 の説明を参照）と，⑶

政府統計及び社団法人全日本トラック協会

（以下，全ト協）の調査データの三つである。

北海道のデータを可能な限り用いるが，一部

は全国データにとどまる。

１．急増する運送事業者数と，伸び悩

む輸送需要

今日のトラック運送業界における経営環境

の特徴をまずは一瞥すると，ジャスト・イン・
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タイムなど荷主の輸送ニーズが高度化してい

ることと，それに相反して，荷主企業の経営

リストラを背景に輸送コストの削減志向が強

まっていることがあげられよう。あるいは，

社会的な要請の高まりで，安全対策や環境対

策に関わる運送事業者の負担が増している。

さらに，この間には燃料費の高騰が著しい。

こうした経営環境の変化の中で，各事業者の

経営はどのような状況にあるのか。それをみ

る前に，まずは政府統計で規制緩和後の貨物

輸送市場の需給の変化，すなわち，事業者数

の急増と輸送需要の低迷を確認する。

図1のとおり，平成２年３月末には2,075

だった北海道の貨物自動車運送事業者数は

18年３月末時点で3,613にまで増加した。と

くに，小零細規模の事業者の増加が著しい。

新規参入に際しての資金的なハードルがもと

もと低かったことに加えて，規制緩和で最低

保有車両台数が５台にまで引下げられたこと

が背景にある。

結果（図2），特積みを除く一般トラックの

車両「10両以下」の比率は，平成２年３月末

から18年３月末までの間で，29.2％から

48.4％へ，５両以下に限定しても，14.7％か

ら23.6％へ，それぞれ増大している。

もっとも，全ト協による資料（『経営分析報

告書』）から作成した図3が示すとおり，これ

ら小零細規模の事業者の経営は赤字基調であ

る。つまり彼らは，「平均利潤（正常利潤と言っ

てもよい）を要求するのでなく，生活のでき

る利潤ないし賃金を要求するにすぎないとこ

ろの，いわゆる「生業的資本」というべき資

本」 なのだと推測されよう。そのウェイトが

増すことは，一層の激しい競争を予測させる。

さて，こうした新規参入による事業者の急

増に対して，消費不況や公共事業の減少を背

景に北海道の貨物輸送量は伸び悩んでいる。

国交省「自動車輸送統計」によれば（図4），

営業用貨物自動車（普通車＋小型車）の輸送

量（トンベース）は，平成２年度には２億

8,964万トンだったのが，自家用トラックか

ら営業用トラックへのシフトで上昇し，平成

12年度には３億3,541万トンとピークに達

した。しかしながらその後，事業者数は一貫

規制緩和とトラック運送業

図1 北海道における貨物自動車運送事業者数及び車両数

資料出所：北海道運輸局資料による（各年３月末現在）。

出所：北海道運輸局『数字でみる北海道の運輸』より作成。
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して増えているにもかかわらず，輸送量は減

少し，２億8,600万トンにまで減った。

あるいは，北海道における建設投資額（出

来高ベース）の推移を民間工事と公共工事別

にみたところ（図5），まず建設投資額全体が

減少していること，その中でも，北海道にお

ける公共事業依存型の構造が急速に崩れてき

ていることが理解できる。それは，公共事業

にかかわる輸送を担ってきた運送事業者の経

営の困難を予測させる。

図2 車両台数別にみた貨物自動車運送事業者（特積を除く一般トラック）

数の推移

出所：図１に同じ。

図3 小零細規模事業者の営業収益営業利益率の推移

出所：全ト協『経営分析報告書』各年度版より作成。
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２．売上の減少と，荷主との間の契約

の不利の拡大

こうした需要と供給のアンバランスの中

で，各運送事業者の経営状況はどうなってい

るか。質問紙調査結果でみていこう。なお回

答事業者の属性等は資料 （調査結果の一覧

表）や注釈 を参照されたい。

まずは，５年前と比べた際の売上の増減だ

が，回答は減少に集中している（図6）。とり

わけ，公共事業の削減を反映してか，回答事

業者全体の３割（30.6％）を占めた「建設業」

群（契約をしている最大手の荷主の業種が「建

設業」である回答事業者という意味。以下，

図4 北海道における営業用及び自家用貨物自動車（普通車＋小型車）の輸

送トン数の推移

注：特殊用途車を除く。

出所：国交省「自動車輸送統計」より作成。

図5 民間／公共工事別にみた北海道における建設投資額の推移（出来高

ベース）

資料出所：国交省資料による。

出所：北海道建設新聞社『北海道建設年鑑』各年版より作成。
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同様）では，「３割以上の減少」が23.1％，「１

～３割以内の減少」が40.1％に及ぶ。

次に，冒頭でも述べた，貨物輸送市場にお

ける「売手側の小規模・多数性による原子的

売手集中」を背景とした，事業者間の激しい

競争と荷主との間の契約の不利の拡大であ

る 。

具体的には，運賃切り下げが進み ，回答事

業者全体の８割が，労務・運行管理や安全を

確立する上で現在の運賃水準では支障がある

と回答している（「非常に支障がある」39.8％，

「やや支障がある」39.8％）。また，運賃水準

以外にも運送契約をめぐる問題が数多くみら

れる（表1）。

すなわち，ア運賃・料金水準の一方的な減

額（45.1％）もさることながら，キ運賃・料

金の一部返還要請（12.1％）やオ契約外の付

帯作業の強要（11.0％）など公正取引に抵触

するような事態がみられる。またこうした状

況は，荷主の業種（運ぶ荷物）によって，さ

らに厳しさを増す。例えば，「建設業」群では，

ア運賃・料金水準の一方的な減額が半数を超

え（55.6％），ウ過積載の要請が約１割（9.9％）

にまで増加する。あるいは，ジャスト・イン・

タイムの要請がとくに強いと思われる「製造

業」群や「流通業」群では，ケ厳しい時間指

定がそれぞれ全体の５分の１強（22.8％，

23.5％）を占めるほか，コ梱包の汚損等によ

る弁償命令がそれぞれ５分の１強（20.1％，

24.0％）を占める。そして，「トラック運送業」

群では，重層的請負構造を反映してか，イ元

請による過大な中間手数料の徴収が約４分の

１（24.0％）のほか，キ運賃・料金の一部返

還要請が15.0％もみられる。

ところで，経営難に拍車をかけているのが

この間の燃料費の高騰である。全ト協の資料

（『経営分析報告書』）でも（図7），営業収益

に占める燃料油脂費のウェイトは増加してい

る。すなわち常に全国を上回る数値で推移し

てきた北海道のその値は，15年度以降，急激

に上昇している 。

もちろん，荷主との交渉を通じて燃料費高

騰分を運賃に転嫁できれば問題はないのだ

が，実際には，それは困難である。全国的に

は，燃料費の高騰状況が社会的に認知されて

図6 売上の増減（対５年前比)

表1 主たる荷主との間の契約・取引での問題経験等

(複数回答可） 単位：事業者，％

1,332100.0

ア運賃・料金水準の一方的な減額 601 45.1

イ元請による過大な中間手数料の徴収 200 15.0

ウ過積載の要請 100 7.5

エ荷主の商品・サービスの購入の強要 69 5.2

オ契約外の付帯作業（荷扱い等）の強要 147 11.0

カ契約に関係のない書類の提出や，運送契約と関

係のないことが要請される

87 6.5

キ運賃・料金の一部の返還要請（契約外の「値引

き」「協力金」を要請される）

161 12.1

ク入札による契約で，実勢より極端に安い価格で

の落札や，発注者の指値まで落札されなかった

経験がある

82 6.2

ケ運行条件について，時間指定が厳しく，その達

成の困難なことがよくある

217 16.3

コ貨物事故について，商品には異常がないのに梱

包が汚れたり傷ついているだけで，弁償を命じ

られることがある

194 14.6

サ運賃の支払の遅延がある 78 5.9

シその他 34 2.6
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きたことなどを背景に，不十分ながらも運賃

に転嫁できているという調査結果 もある

が，本調査結果では（図8），「おおむね上乗せ

できた」というのはわずか1.7％，「一部だけ

上乗せできた」（24.5％）を含めても全体の約

４分の１にしか過ぎない。残りの約４分の３

は「全く上乗せできなかった」のである（「建

設業」群，「トラック運送業」群では，８割強

が全く転嫁できていない）。運送事業者と荷主

との間の契約が対等なものではないことを示

す結果でもある。さて，こうした経営環境の

悪化に対して，回答事業者はいかなるコスト

削減で対応しているのか，項を改めてみてみ

る。

３．際限なく進むコストの削減競争

コストの削減にはいわば望ましいものもあ

る（表2）。例えば，大手を中心にみられる，

イデジタコの使用等による燃費の改善やア物

流の効率化がそれだ。

だが，労働集約産業の典型であるトラック

運送業界でコスト削減の選択肢は多くはな

い。人件費部分の見直しに着手せざるを得な

い。エ賃金のカット（39.0％）が例えばそれ

である。一部の事業者では，オ社保から脱退

（7.3％）あるいはカ脱退を検討（12.5％）し

てさえいる事態だ。関連して，運送事業者自

身（同業他社）の法に反した行為がみられる

図7 営業収益に占める燃料油脂費の割合の推移

出所：全ト協『経営分析報告書』各年度版より作成。

図8 燃料費高騰分の，運賃への転嫁状況
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か尋ねた設問でも，「多くみられる」だけで１

割（11.0％），「一部の業者にみられる」

（32.3％）まで含めると４割強の業者がそう

だと回答していた 。

運送事業者の急増は冒頭でみたとおりだ

が，そもそも貨物輸送の自動車化の進展のた

めには運転者の低賃金・低労働条件は欠かせ

ない要素であった 。このことを示すのが，回

答事業者に雇われた運転者の年収（税込み）

の低さである。すなわち，300万円未満が全体

の約３分の１を占め，さらに，全体の３分の

２が350万円未満の範囲におさまる（図9) 。

事業規模の小さい事業者ではその特徴はさら

に顕著だ（運転者「５人以下」の事業者では，

20.9％が250万円未満，48.4％が300万円未

満）。こうした人件費の低さが，小零細規模の

事業者の存立基盤であり，価格競争力の「強

さ」でもあるといえよう 。

ところで，先の表2によれば，経営の悪化

は車両の維持，整備にも悪影響を与えていた

（車両の代替期間の延長が50.4％，車両の点

検・整備費用の削減が24.0％）。これに関連し

て，使用車両 の年式で最も多いのを尋ねた

ところ（図10），「平成５～９年」が46.0％で

最も多く，「平成４年以前」も合計で全体の

16.9％を占める。なお「ダンプ」の使用が圧

倒的に多い「建設業」群では，「平成４年以前」

の割合は全体の４分の１（24.9％）にまで増

加する。

以上のとおり，業界では，際限のないコス

表2 この間採用してきたコスト削減策（複数回

答可） 単位：事業者，％

1,340100.0

ア運行ルートの見直しなど物流の効率化 280 20.9

イアイドリング・省エネ運転・デジタコの使用に

よる燃費の改善

697 52.0

ウ労働時間の延長，休憩の減少，休日の減少など 158 11.8

エ運転手の賃金水準の引下げ，手当てのカットな

ど

523 39.0

オ社保（政管健保・厚生年金）からの脱退，国保・

国民年金への切り替え

98 7.3

カ社保からの脱退はしていないが，脱退を検討中 168 12.5

キ一般管理費の削減 734 54.8

ク車両の点検・整備費用の削減 322 24.0

ケ車両の代替期間の延長 676 50.4

コ自社便の運転手の削減・リストラ，子会社への

移籍

142 10.6

サ下請け・傭車の利用の拡大や，支払い運賃の引

下げ

233 17.4

図9 運転手の年収・（税込み)

図10 主たる車両の年式
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ト削減競争が展開されている。

４．適正化事業にみる不公正な競争の

ひろがり

事業経営の悪化や，不公正な競争などこれ

までみてきた状況は，適正化事業の結果でも，

より客観的に確認できる（ここでは各事業所

に対する巡回指導・調査結果を扱う。適正化

事業の詳細は資料 の説明を参照）。

まずは，平成18年度に巡回指導・調査が行

われた2,128事業所に対して与えられた総合

評価の結果をみると（図11，資料 の表2も

参照），「悪い」あるいは「大変悪い」という

評価が全体の３分の１に及んでいる。

さらに問題は，そういった悪い評価を与え

られた事業者の固定化である。すなわち（図

12），前回「悪い」「大変悪い」と評価された

事業所のそれぞれ半数が，前回と同じ評価か

前回よりも低い評価を受けており，改善がみ

られないのである。

次に，45項目に及ぶ指導・調査項目のうち，

重点項目の遵守状況をみると（結果の一覧表

は後掲の資料 の表3），重点項目であっても

帳票類が未整備でそもそも調査ができなかっ

たり（調査未達成），調査ができた場合には違

反状況（「否」）が確認される。紙幅の都合上，

ここでとりあげるのは，不公正な競争の象徴

として事業者からの批判が強い，「法定福利

費」分野における労災保険・雇用保険（以下，

労働保険）と健康保険・厚生年金（以下，社

会保険）の未加入問題である（図13）。

すなわち，まず帳票類がそろっていないた

めに調査ができなかった事業所の割合（調査

未達成比率）をみると，労働保険については

5.6％，社会保険については5.5％に及ぶ。次

に違反状況は，労働保険では3.8％，社会保険

では15.9％という高い比率で確認されるの

である。

こうした保険料の不払い状況は，厚労省の

資料でも確認できる（図14）。すなわち，北海

道の「貨物取扱事業（トラック運送業以外の

事業も含まれる点に留意）」の労働災害保険の

保険料の収納率は年々低下し，全業種の収納

率との差が拡大している。

図12 前回の評価が「悪い」及び「大変悪い」群の今

回の評価

出所：図11に同じ。

図11 総合評価

出所：適正化事業部資料より作成。
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５．関係行政機関の機能不全

ところで，これらの保険料の不払い状況が

意味するもう一つの問題は，関係行政機関の

機能不全である。すなわち，規制緩和導入時

に約束されていた事後チェック体制の強化は

実現されていない。この点は，例えば運送事

業者の監査業務にあたる予算・人員がごく限

られたまま規制緩和後も推移してきたという

事実ひとつをとりあげれば十分だろう（北海

道では，専任・兼任をあわせて20名強である

という。2006年，北海道運輸局からの筆者聞

き取り）。今回の質問紙調査でも，行政の機能

の現状に対する回答事業者の評価は低かっ

た。すなわち関連行政機関が「十分に機能し

ている」と評価していたのは全体の４分の１

（25.1％）にとどまる。

関連して，事業許可行政のあり方が問われ

ている。本来，条件をクリアした上で新規に

事業に参入しているはずの運送事業者が，実

際には，高い割合で法に違反しているのであ

る。

先にみた適正化事業の「法定福利費」分野

の調査結果を，既存事業者と新規事業者とに

分けてみたところ（図15，資料 の表4も参

照），調査未達成比率の高さもさることなが

ら，新規事業者の「否」比率は，労働保険で

図13 労働保険及び社会保険の未加入問題

出所：図11に同じ。

図14 北海道の貨物取扱事業の労災保険料収納率の推移

出所：厚労省『労働者災害補償保険事業年報』各年版より作成。

注：貨物取扱事業には，トラック運送業以外の事業も含まれる。
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14.4％，社会保険にいたっては46.3％もの比

率に達している。「事前規制から事後チェック

体制の強化」論は破たんしているといわざる

を得まい（さらに言えば市場メカニズムに

よって悪質な事業者や不良な商品は淘汰され

るという，まことしやかな予測も，である）。

６．まとめに代えて

北海道のトラック運送業界の規制緩和後の

現状を駆け足でみてきた。政府の試算のとお

り，規制緩和による事業者間の競争の促進は

巨額の経済効果（価格の低下）をもたらした

かもしれない。だがそれは，ときには法に抵

触するほどのコスト削減競争を運送事業者に

課すものだった。しかも，行政の機能不全に

よってそれが放置されることで，運賃の水準

や各事業者の経営状態はさらに下方へ押し下

げられ，結果として，トラック輸送を安価で

利用できる構造が強化されている。交通運輸

産業の規制には，安全性や公共性の確保など，

それなりの理由があった。かつてのような需

給調整規制への回帰には賛否両論があるだろ

うが，最低限，公正な競争環境の整備は欠か

せまい（もっとも，経済的規制を緩和したま

ま社会的規制の強化で対応することの実効性

は十分に検討される必要があると思われる）。

回答事業者の要求 を念頭におきながら幾

つかの課題をあげると，例えば，適正な運賃

水準の収受や荷主との間の契約の公正化が必

要である。この点については，公正取引委員

会の動きに前進がみられる ものの，法制度

が実効性に乏しいことや，荷主からの報復措

置をおそれて運送事業者が公正取引の実現を

求めるのは実際には困難だという限界もあ

り，より一層の改善が求められる。

また，長時間労働や低賃金はおろか，社会

保険からの脱退や不払い労働が少なからずみ

られるトラック運転者の労働条件の改善，社

会的な地位の向上である。その実現のために

は現状追認的な「改善基準告示」の改善が欠

かせまい。また，これらの追求は，間接的に，

上でとりあげた運賃水準の適正化の実現にも

つながっていくことになる。

以上に関連して，安価に利用可能となって

いるトラック輸送の見直しも必要だろう。す

なわち，現時点では社会的費用として処理さ

れている安全や環境に関する損失を内部化す

ることで（運賃水準への反映），過度のトラッ

ク輸送（あるいは過度なジャスト・イン・タ

イム輸送）を見直すなど，国民のライフスタ

イルの見直しにまで踏み込む必要があると思

われる。

さて，本稿のベースとなった調査研究事業

は，中小運送事業者による運動の端初ともい

えるものだった。その成果としては，業界の

現状が青年経営者の間で再認識され問題の明

確化が図られたこと のみならず，調査の結

果は市民に対するPR活動，さらには，政党へ

の公開質問や関係行政機関に対する要請活動

図15 既存／新規別にみた労働保険及び社会保険の

未加入問題

出所：図11に同じ。
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に発展した（資料 の１，２）。「激しい環境

で（自社は）どう生き残るか」という自社経

営の改善だけに陥りがちなところを，運送事

業者をとりまく経営環境の改善に歩を進めた

点でこの取組みには意義があったと思われ

る。その点では，業界団体としてのトラック

協会の役割が大きかったといえよう。

もちろん，課題も少なくない。経営基盤が

崩れるなかで，逆に，上述のような自社生き

残りへの傾斜もみられるほか，過度な競争状

況下で組織的な取り組みを実現するには困難

がつきまとう 。また，激しいコスト削減競争

に追い詰められている運送事業者が，運送事

業者自身の違法行為に対する罰則強化を求め

ることへの葛藤 。あるいは，適正な運賃水準

の設定にとって欠かせないと思われる労働

者・労働組合との共同への躊躇。行政の機能

不全を目の当たりにした行政不要（不信）論。

さらには，運動の主体となるべき協会がどの

ような役割を果たし得るのか ，等々。

現状に対する批判と公正な競争環境の整備

を求める声が高まる運送事業者との取り組み

の中で，引き続き考察を深めてゆきたい。
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ぞれ２割から２割強を占めている。
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26.1％）。⑵回答事業者が契約を結んでいる

荷主のうち，最も売上高の大きい荷主（以

下，最大手荷主）の業種は，「建設業」

（30.6％）が最も多い。その他，全体の１割

を超えている業種としては，「トラック運送

業」18.7％，「流通業」14.6％，「製造業」

14.3％，「農林水産業」13.2％である。とり

わけ規模の小さい事業者群では，「建設業」

のウェイトが大きい（「５人以下」「６～10

人」群ではそれぞれ４割弱）。⑶回答事業者

が取り扱っている輸送品目の中で最も売上

高の大きいものは，「土砂等」22.2％，「消費

財関連貨物」18.6％，「農産品」12.5％，「建

設資材（土砂等は除く）」10.6％などである。

13 運賃をめぐる問題については，前掲『北海道

のトラック運送事業者の運送契約・取引に

関する実態調査報告書』を参照。

14 但し，17年度の数値については，同調査に

おける北海道の事業者の回答は例年の半分

以下と少ないことに留意されたい。

15 全ト協が定期的に実施している調査（「軽油

価格の影響と運賃転嫁に関する調査」）結果

によれば，例えば平成19年２月調査では，

「まったく転嫁できない」は61.6％で，「ほ

ぼ転嫁できている」は1.6％，「一部転嫁で

きている」は36.0％。

16 自由記述では，社会保険の未加入をはじめ，

長時間労働，所定外労働時間分の不払いな

ど不正な労務管理のほか，過積載や違法軽

油の使用などが多くあげられていた。

17 村尾（1982）p211。「換言するなら，トラッ

ク運送業労働者（特に運転者）の低労働条件

が，その低賃金労働と相まって，否それ以上

の重みをもって，わが国の貨物輸送自動車

化進展のための重要な要因の１つになって

いるということである。」

18 賃金水準が低い一方で，トラックなど職業

運転者の労働時間が長いことは周知のとお

りである。例えば，全ト協『トラック運送事

業の賃金実態（平成19年版）』によれば，月

間労働時間（所定内＋所定外）は，特積の男

性運転者で237.6時間，一般の男性運転者

で222.4時間に及ぶ。

19 関連していうと，売上が「増加」した事業者

は事業年数の短い事業者に多かった（「５年

未満」では28.0％）。

20 回答事業者の主たる使用車両は，「普通車」

（37.4％）あるいは「ダンプ」（31.2％）が

多い。

21 本調査では，９つの政策を示し，強く求める

ものを３つ以内で選択してもらった。最大

は，「自動車関連諸税・燃料価格の引下げ」

82.6％，ついで多いのは，「標準的な運賃の

設定」64.2％，「ダンピングの禁止」53.5％

で，これらの三つに回答は集中した。なお自

動車関連諸税に関しては，「トラックは，取

得，保有，走行の各段階で課税されており，

その納税額は年間7,801億円と営業収入の

約７％に相当する額を負担している」（全ト

協『トラック輸送産業の現状と課題 平成

17年版』p79より）。本調査の自由記述で

も，軽油引取税の暫定税率に対する批判が

多かった（本則税率はリットル当り15.0円

であるのに対して，実際には32.1円の徴

収）。

22 すなわち公正取引委員会は，「荷主と物流事

業者との取引における優越的地位の濫用行

為を効果的に規制する観点から，平成16年

３月，独占禁止法第２条第９項の規定に基

づき，「特定荷主が物品の運送又は保管を委

託する場合の特定の不公正な取引方法」の

指定を行っ」ている。また，慎重な言い回し

を堅持しながらも，上記の「物流特定指定上

問題を生じやすいので十分に注意が必要で

ある」旨を述べている。

23「調査結果にあらわれた数値というのは，

我々がいつも肌で感じていることなんだけ

れども，こうして目に見えるカタチにした

ことはとても大事なことだし，いろいろな

活動をしていく上での第一歩だと思う」（青
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年経営者の発言より）。

24 政党への公開質問は，そもそも規制緩和政

策を十分に検討することなく導入・展開し

た点責任を問うと同時に，政策の検証作業

と望ましい政策立案を迫るものである。行

政に対する要請活動は，交通運輸産業はと

くに政府による適切な介入（規制）を不可欠

とすることを根拠としている。もっとも，今

回の要請内容は，「公正な競争環境の整備」

を求めたものであり，規制緩和は前提とさ

れている感がある。そのこと，つまり，経済

的規制の緩和を前提とした社会的規制の強

化の実現が可能かどうかは検討を要する。

なお，こうした輸送秩序の回復を関係行政

機関に求めていくことは，行政機関の機能

の充実や民主化を迫るという点でも，意義

深い取組みといえよう。

25 「結局，なんだかんだ言ったって，お互い，

競争相手なんだから。適正な運賃の水準と

いっても，うちはこの額の運賃でやってい

るということが分かったら，その下をもぐ

る事業者が必ず出てくる」（青年経営者の発

言より）。

26 例えば非公式の場でよく聞かれたのが，「実

際，違法行為は取り除くべきだというけれ

ども，自分たち自身も，「残業代は全部支払

い得ているのか，労働時間に問題はないの

か」と言われたら厳しい面がある」という趣

旨の発言である。

27 水野（1977）p25は，日本の中小企業の組織

化進展を規定している基本的な要因とし

て，①中小企業は独占を頂点とする産業構

造に包摂され，②組織化政策についての官

僚統制指導が強力であり，③中小企業の組

織化についての自主的性格が欠如している

ことの三つをあげている。トラック協会は

どう性格づけられるかの十分な検討が必要

である。但し，運送事業者の間で協会のあり

方を問う声が増しているなど，かつての規

制時代とは異なる状況がうまれてもいる。

全日本トラック協会（1998）参照。
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【資料 】適正化事業の説明及び同事業の結果

⑴全ト協発行資料「適正化事業の概要」によれば，適正化事業とは，貨物自動車運送事業法の

施行（1990年）と同時に，同法に基づき開始された事業である。「事業者における遵法意識の

啓発，違法行為を行っている事業者に対する指導，荷主に対する要請等の活動」が適正化事

業の内容である。本稿で扱っているのは，この適正化事業の中心を占める，各運送事業所に

対する巡回指導・調査の結果である（巡回指導・調査は，事業者単位ではなく事業所単位で

行われる）。

⑵巡回指導・調査では，45項目（特積みは50項目）に及ぶ調査が実施される。調査の内容は多

岐にわたるが，その中でも19の重点項目及び最重点項目の達成状況が重要である。この19項

目は，五つの分野（「事業計画等」「運行管理等」「車両管理等」「労基法等」「法定福利費」）

にまたがっているが，本稿では「法定福利費」を中心にみる。あわせて，45項目の調査結果

に与えられる総合的な評価（以下，総合評価）を中心に検討する。

⑶適正化事業における，事業所の巡回件数は平成18年度には2,000件を超えている（表1）。適

正化事業は，行政の監査に比べると権限がないという限界があるとはいえ，業界の実態を明

らかにする上でも，重要な役割を果たしているといえよう。

⑷適正化事業は，重大事故が続発するなど運送業界に対する内外の関心が集まる中で，平成15

年度からその充実が図られて現在に至っている（調査内容の充実や権限の強化など）。よって

数値の推移をみる際にはその点に留意されたい。

⑸総合評価は，全調査項目（45項目）の成績結果に対して与えられる評価である（表2）。⒜全

表1 適正化事業における巡回件数の推移 単位：事業所，％

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

全体 1,415 100.0 1,399 100.0 1,517 100.0 1,833 100.0 1,916 100.0 2,128 100.0

既存 1,277 90.2 1,266 90.5 1,400 92.3 1,700 92.7 1,783 93.1 2,022 95.0

新規 138 9.8 133 9.5 117 7.7 133 7.3 133 6.9 106 5.0

会員 1,076 76.9 1,253 82.6 1,458 79.5 1,450 75.7 1,601 75.2

非会員 323 23.1 264 17.4 375 20.5 466 24.3 527 24.8

出所：適正化事業部資料より作成。

表2 総合評価の推移 単位：事業所，％

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

1,415 100.0 1,399 100.0 1,517 100.0 1,833 100.0 1,916 100.0 2,128 100.0

大変良い 409 28.9 432 30.9 180 11.9 191 10.4 172 9.0 241 11.3

良い 327 23.1 347 24.8 325 21.4 363 19.8 401 20.9 507 23.8

普通 338 23.9 352 25.2 402 26.5 534 29.1 545 28.4 612 28.8

悪い 179 12.7 156 11.2 299 19.7 361 19.7 394 20.6 398 18.7

大変悪い 113 8.0 94 6.7 302 19.9 369 20.1 393 20.5 333 15.6

その他 49 3.5 18 1.3 9 0.6 15 0.8 11 0.6 37 1.7

出所：表１に同じ。
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項目の90％以上の達成率で「大変良い」となり，以下，10％刻みで１ランクずつ評価は下がっ

ていき，60％未満の達成率で「大変悪い」という評価になる。⒝重点項目が未達成の場合に

は，評価は無条件で１ランク下がる。なお，成績評価についても，先述のとおり，平成15年

度以降は厳格化され，それまでは「概ね」基準を満たしていれば「適」とされていたものが，

15年度以降は「一つでも」基準を満たしていなければ「否」と評価されることになった。数

値を見る際には留意されたい。

⑹上の表3で使われている語彙の説明をする。⒜「調査件数」は，訪問した事業所のうち，帳

票類がそろっていて調査ができた事業所の件数である。⒝言い換えれば，「帳票類がそろって

いないために調査ができなかった件数」が全体（18年度は2,128件）に占める割合が，表中

の「調査未達成比率」である。⒞「否」件数は，当該項目が遵守されていなかったケースで，

⒟それが「調査件数」に占める割合が「否」比率である。

⑺結果は次のとおり。すなわち，重点項目のうち，第一に，未達成比率の高い項目をあげると，

表3 重点項目の調査未達成状況及び「否」（違反）状況（平成18年度） 単位：事業所，％

区分 調査項目（重点項目)
調査件数

◯ａ

調査未達
成比率

(2128－◯ａ)
/2128＊100

「否」件数

◯ｂ

「否」比率

◯ｂ/◯ａ＊100

．事業計
画等

１．主たる事業所及び営業所の名称，位置に変更はないか。 2,089 1.8 221 10.6

３．自動車車庫の位置及び収容能力に変更はないか。 2,053 3.5 150 7.3

13．自家用貨物自動車の違法な営業類似行為（白トラの利
用等）はないか。

1,587 25.4 4 0.3

◎14．名義貸し，事業の貸渡し等はないか。 1,575 26.0 10 0.6

．運行管
理等

◎２．過労防止を配慮した勤務時間，乗務時間を定め，こ
れを基に乗務割が作成され，休憩時間，睡眠のため
の時間が適正に管理されているか。

2,077 2.4 402 19.4

◎３．過積載による運送を行っていないか。 2,047 3.8 4 0.2

５．点呼の実施及びその記録・保存は適正か。 2,090 1.8 864 41.3

６．乗務記録（運転日報）の作成・保存は適正か。 2,093 1.6 1,041 49.7

７．運行記録計による記録及びその保存・活用は適正か。 1,773 16.7 249 14.0

８．運行指示書の作成，指示，携行，保存は適正か。 264 87.6 141 53.4

９．乗務員に対する輸送の安全確保に必要な指導監督を
行っているか。

2,058 3.3 712 34.6

10．特定の乗務員に対して特別な指導を行っているか。 1,155 45.7 626 54.2

11．特定の乗務員に対して適正診断を受けさせているか。 1,523 28.4 960 63.0

．車両管
理等

５．定期点検基準を作成し，これに基づき適正に点検・整
備を行い，定期点検整備記録簿等が適正に保存されて
いるか。

2,044 3.9 653 31.9

６．整備不良車両，不正改造等を使用していないか。無車
検運行の車両はないか。

1,583 25.6 27 1.7

．労基法
等

１．就業規則が制定され，届け出されているか。 1,587 25.4 131 8.3

５．所要の健康診断を実施し，その記録・保存が適正にさ
れているか。

1,995 6.3 295 14.8

．法定福
利費

１．労災保険・雇用保険に加入しているか。 2,008 5.6 76 3.8

２．健康保険・厚生年金に加入しているか。 2,010 5.5 320 15.9

注：◎は最重点項目。

出所：表１に同じ。
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⒜「事業計画等」分野では，白トラの利用等や名義貸し等の調査が４分の１の事業所ででき

ていない。⒝「車両管理等」分野でも（特定の乗務員に対する事項など特殊な項目は除く），

整備不良車両等の確認が４分の１でなされていない。⒞「労基法等」分野でも４分の１の事

業所で就業規則の制定等が確認できない状況である。第二に，⒜「事業計画等」分野では，

主たる事業所等の位置等の変更で１割（10.6％）の違反がみられる。⒝「運行管理等」の分

野では，最重点項目である，過労防止等の違反が２割（19.4％）もみられることをあげてお

く。⒞「車両管理等」分野でも，定期点検関連の違反が３割を超えている（31.9％）。

表4 既存事業者及び新規事業者別にみた，重点項目の調査未達成状況及び「否」（違反）状況（平成18

年度） 単位：事業所，％

区分 調査事項
既存（2,022件)

調査件数
調査未
達成比率

「否」
件数

「否」
比率

新規（106件)

調査件数
調査未
達成比率

「否」
件数

「否」
比率

．事業計
画等

１．主たる事業所及び営業所の名称，位
置に変更はないか。

1,986 1.8 214 10.8 103 2.8 7 6.8

３．自動車車庫の位置及び収容能力に
変更はないか。

1,953 3.4 143 7.3 100 5.7 7 7.0

13．自家用貨物自動車の違法な営業類
似行為（白トラの利用等）はない
か。

1,513 25.2 3 0.2 74 30.2 1 1.4

◎14．名義貸し，事業の貸渡し等はな
いか。

1,503 25.7 10 0.7 72 32.1 0 0.0

．運行管
理等

◎２．過労防止を配慮した勤務時間，
乗務時間を定め，これを基に乗
務割が作成され，休憩時間，睡眠
のための時間が適正に管理され
ているか。

1,975 2.3 375 19.0 102 3.8 27 26.5

◎３．過積載による運送を行っていな
いか。

1,947 3.7 4 0.2 100 5.7 0 0.0

５．点呼の実施及びその記録・保存は
適正か。

1,987 1.7 815 41.0 103 2.8 49 47.6

６．乗務記録（運転日報）の作成・保存
は適正か。

1,990 1.6 971 48.8 103 2.8 70 68.0

７．運行記録計による記録及びその保
存・活用は適正か。

1,688 16.5 231 13.7 85 19.8 18 21.2

８．運行指示書の作成，指示，携行，保
存は適正か。

247 87.8 129 52.2 17 84.0 12 70.6

９．乗務員に対する輸送の安全確保に
必要な指導監督を行っているか。

1,960 3.1 670 34.2 98 7.5 42 42.9

10．特定の乗務員に対して特別な指導
を行っているか。

1,081 46.5 579 53.6 74 30.2 47 63.5

11．特定の乗務員に対して適正診断を
受けさせているか。

1,435 29.0 900 62.7 88 17.0 60 68.2

．車両管
理等

５．定期点検基準を作成し，これに基
づき適正に点検・整備を行い，定期
点検整備記録簿等が適正に保存さ
れているか。

1,946 3.8 615 31.6 98 7.5 38 38.8

６．整備不良車両，不正改造等を使用
していないか。無車検運行の車両
はないか。

1,509 25.4 27 1.8 74 30.2 0 0.0

．労基法
等

１．就業規則が制定され，届け出され
ているか。

1,530 24.3 123 8.0 57 46.2 8 14.0

５．所要の健康診断を実施し，その記
録・保存が適正にされているか。

1,915 5.3 268 14.0 80 24.5 27 33.8

．法定福
利費

１．労災保険・雇用保険に加入してい
るか。

1,911 5.5 62 3.2 97 8.5 14 14.4

２．健康保険・厚生年金に加入してい
るか。

1,915 5.3 276 14.4 95 10.4 44 46.3

注：◎は最重点項目。

出所：表１に同じ。
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【資料 】政党及び関係行政機関に対する取組み内容

【資料 の１】政党に対する公開質問状（鏡の文書は省略）

１．【総論】経済的な規制の緩和，社会的な規制の強化という基本スタンスで導入・展開されている規

制緩和（改革）政策だが，運送業界では，荷主・元請運送事業者（以下，荷主等）との間の運送契

約，運送事業者が遵守すべき労働関連諸法，安全などの領域で問題が数多くみられる（いわゆる輸

送秩序の乱れ）が，貴党の認識はどうか。

２．【運送契約】荷主等との契約においては，運送事業者は不利な位置にあるが，この契約の公正化は

運送業だけでなく全産業に共通の課題である。ここ数年で，独占禁止法や下請法の一定の改善とい

う流れもみられるが，公正な契約を確立する上ではその内容はなお不十分だと考えるが，どうか。

３．【労働関連諸法】運送業界では営業収入に占める人件費の比率が高く，そのために荷主・元請運送

事業者からの運賃削減圧力をこの部分の削減によって対応せざるを得ない状況にある。中には，意

図的に著しく労働関連法に乖離した状態で経営を行っているものもいる。だがそうした行為の採用

は際限のないダンピングという悪循環を招くものであり，従業員の労働環境や安全の確立という点

からも，問題ある行為である。適正な人件費を支払うことのできる最低限の運賃水準が維持される

必要があると思われるが，どうか。

４．【安全】安全は規制緩和の評価をめぐる議論の焦点であったが，実際には運送業界では事故の発生

件数も事故率も増加を示している。事故の撲滅は運送事業者のみならず道民的な課題であり，事故

の要因を究明しその改善が図られなければならないと考える。その点では，運送事業者自身が反省

を必要とするべきことはむろんのことである。しかしながら，荷主等にも責任の一端があると思わ

れるケース，すなわち厳しい発注条件や運行管理等の維持が困難な著しく低水準の運賃水準での発

注というケースも指摘されているところであり，こうした荷主等に対する実行力のある措置が必要

と考えるがどうか。

５．【行政機関】規制緩和によって，事前の規制ではなく事後規制・事後チェック体制の強化という規

制のありかたの転換がなされた。だが実際には，違法行為や交通災害が発生しても監査を含めた

種々の対応やフォローアップが速やかには行われていないという意見がある。その点での改善，す

なわち効力のある事後規制がまずは必要と考えるがどうか。次に，書類上は問題なくとも実際には

事業の準備が整備されていない事業者が参入してきており，その点で現行の許可行政のありかたに

ついても検討が必要と考えるがどうか。

６．【諸税】運送事業者には種々の諸税が課せられておりそのことが経営を圧迫している。実際，会員

企業の中には課税に対する不満が非常に強かった。また近年の環境対策や安全対策についてもその

趣旨は非常に重要なことであり業界としても積極的に追求すべき課題と考えているが，その費用負

担についてはほとんどが運送事業者に課せられることとなっている。さらに，ほとんどの運送事業

者が，この間の燃料費の高騰分を運賃に転嫁することができていない状況である。運送事業の特殊

性を鑑みても，諸税の負担のありかたは，荷主や自動車メーカーさらには一般消費者も含めて検討

を要すると思われるがどうか。
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【資料 の２】関係行政機関に対する要請文（鏡の文書は省略）

１．荷主・元請と運送事業者との間に公正な取引が実現するよう，関係行政機関と連携し，必要な措置

を図ること。

アこの間，独禁法や下請法の強化の流れが生じていることは非常に望ましいことであるが，現場レ

ベルではなお不十分の感がある。制度面でも運用面でも，実態に即したさらなる改善を図られた

い。

イ社会的通念に照らしてみて優越的地位の濫用が行われていたり違法行為につながるような水準

で運賃契約が行われていることが明らかなケースに対しては，厳しい態度で臨み，その是正が実

現するような実効力のある対応を図ること。

２．運送事業者による違法な行為を改善し，運送事業者間の競争条件を公正なものとすること。

ア規制緩和で新規参入が容易になったが，新規業者に関係法令等に著しく違反した行為がみられる

（適正化事業調べ）。これは，新規参入の際に提出された書類と実態とが乖離しているためとい

える。実態の把握を行うと同時にその結果を事業許可のあり方に反映させること。

イ適正化事業及び行政による監査体制の充実を図ること。適正化事業で違法行為が発覚した場合の

フォローアップ体制を整備すること。

ウ行政処分は実効力のあるものとすること。とりわけ，貨物自動車運送事業法や労働基準法・「告

示」の水準から著しく乖離した経営や労務管理や，重大事故を繰り返すような運送事業者に対し

ては，社名の公開という措置も含め厳しい対応でのぞむこと。また，そうした運送事業者を使用

していた荷主・元請の責任についても検討すること。

エ労災保険・社会保険の加入状況を調べ，加入を徹底させること。また，真に加入が困難なケース

に対しても，現状のように放置しておくのではなく，何らかの措置を図り，運送事業者間の競争

条件を公正なものとすること。

オ廃業，倒産に至った会社の事業許可は即時取り消すこと。

３．重大事故における，荷主の，発注者としての責任を検討すること。

ア重大事故を起こした運送事業者に対しては，荷主からの厳しい時間指定等がなかったかを調べる

こと。また，運賃水準が社会的な相場から著しく乖離していた場合については事故の再発防止の

ためにも荷主・元請企業に対して徹底した指導・勧告を行うこと。

イ過積載の取締り体制を強化し，処分内容についても許可の取り消しを含め厳罰化すること。また，

故意か否かに関係なく著しい過積載で摘発されたケースでは荷主に対する実行力のある処分を

必ず行うこと。

４．関係行政機関の機能の強化と行政機関同士の連携を図ること。

ア行政においても，社会的なルールの遵守を実現する上で必要な調査活動を行うこと。またその結

果は，業界内外に対して周知させること。

イ情報システムの整備・情報の活用を進めること。具体的には，適正化事業で得られた情報や事故

報告書で得られた情報を，事故防止という観点で活用すること。

ウ適正化事業機関や関係行政機関との連携を強化すること。
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【資料 】質問紙調査で用いた調査票

回答方法：あてはまる番号１つに○をつけてください。原則として１つのみの回答ですが，複数回

答可の設問もあります。

．はじめに，貴社のことについてお聞きします。

１．資本金 ①５百万円以下 ②５百万円超１千万円以下 ③１千万円超３千万円以下

④５千万円超１億円以下 ⑤１億円超 ※３千万円超５千万円以下が欠落

２．運転手数 ①５人以下 ②６～10人 ③11～20人 ④21～30人

⑤31～50人 ⑥51～100人 ⑦101人以上

３．運転手の年齢は（最も多い年齢層) ①20，30代 ②40代 ③50代 ④60歳以上

４．本社所在地は ①札幌管内 ②函館管内 ③室蘭管内 ④帯広管内

⑤釧路管内 ⑥北見管内 ⑦旭川管内 ⑧道外

５．事業年数 ①５年未満 ②５～９年 ③10～19年 ④20～29年

⑤30～39年 ⑥40～49年 ⑦50年以上

６．貴社の主たる輸送形態（１つのみ）

①市内及び周辺の集荷や配送 ②道内の近距離エリア

③全道各地 ④北海道―本州間

７．トラック協会には加入していますか ①加入している ②加入していない

．貴社の，経営状況や荷主（元請を含む）との関係についてお聞きします。

１．昨年度（18年度）の年間総売上高は ※運送部門のみの売上

①５千万円未満 ②５千万円～１億円未満 ③１～２億円未満 ④２～３億円未満

⑤３～４億円未満 ⑥４～６億円未満 ⑦６～10億円未満 ⑧10億円以上

２．５年前に比べて，売上の増減は

①増加 ②横ばい ③１割以内の減少 ④１～３割以内の減少 ⑤３割以上の減少

３．貴社の，契約・取引状況は（売上高の大きい契約先は）

①ほとんどの売上を１社の荷主に依存 ②主たる荷主は２，３社程度

③主たる荷主は５社程度 ④５社を超える多くの荷主と契約

４．貴社の荷主の中で，最も売上高ベースが大きい荷主の業種は（１つのみ）

①農林水産業 ②建設業 ③製造業 ④流通業（卸・小売・商社）

⑤トラック運送業 ⑥物流子会社 ⑦一般消費者 ⑧その他（ ）
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５．貴社の取扱輸送品目の中で，売上高ベースが最も大きい取扱輸送品目は（１つのみ）

①農産品 ②水産品 ③林産品（製材，チップ，原木など）

④建設資材（土砂等は除く) ⑤土砂等 ⑥生コン，セメント ⑦建設機械

⑧消費財関連貨物（食品・雑貨) ⑨生産材製品（機械・鉄鋼等) ⑩石油製品

宅配便 その他（ ）

６．主たる荷主・元請との間の契約でみられることについて，当てはまる全てに○をつけて下さい。

ア ( )運賃・料金水準の一方的な減額

イ ( )元請による過大な中間手数料の徴収

ウ ( )過積載の要請

エ ( )荷主の商品・サービスの購入の強要

オ ( )契約外の付帯作業（荷扱い等）の強要

カ ( )契約に関係のない書類の提出や，運送契約と関係のないことが要請される

キ ( )運賃・料金の一部の返還要請（契約外の「値引き」「協力金」を要請される）

ク ( )入札による契約で，実勢より極端に安い価格での落札や，発注者の指値まで落札されな

かった経験がある

ケ ( )運行条件について，時間指定が厳しく，その達成の困難なことがよくある

コ ( )貨物事故について，商品には異常がないのに梱包が汚れたり傷ついているだけで，弁償を

命じられることがある

サ ( )運賃の支払の遅延がある

シ ( )その他（ ）

７．著しく低い運賃水準や無理な運行計画など，荷主・元請との間の契約内容や取引のあり方で，不公

正を感じることはありますか。

①よくある ②まあある ③とくにない

あるという場合には，そうした契約内容や運賃の水準について具体的にお聞かせ下さい。

８．現在のトラック運送業界の運賃水準は，適正な労務・運行管理を維持し，安全を確立する上で支障

がありますか，それとも，とくに支障はありませんか。

①非常に支障がある ②やや支障がある ③とくに支障はない

９．この間の燃料費の高騰分は，運賃・料金に上乗せすることはできましたか

①おおむね上乗せできた ②一部だけ上乗せできた ③全く上乗せできなかった
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．貴社の労務・運行管理の状況や，業界の現状，規制緩和に対する評価などをお聞かせ下さい。

１．この間採用してきたコスト削減策について，当てはまる全てに○をつけて下さい。

ア（ ）運行ルートの見直しなど物流の効率化

イ（ ）アイドリング・省エネ運転・デジタコの使用による燃費の改善

ウ（ ）労働時間の延長，休憩の減少，休日の減少など

エ（ ）運転手の賃金水準の引下げ，手当てのカットなど

オ（ ）社保（政管健保・厚生年金）からの脱退，国保・国民年金への切り替え

カ（ ）社保からの脱退はしていないが，脱退を検討中

キ（ ）一般管理費の削減

ク（ ）車両の点検・整備費用の削減

ケ（ ）車両の代替期間の延長

コ（ ）自社便の運転手の削減・リストラ，子会社への移籍

サ（ ）下請け・傭車の利用の拡大や，支払い運賃の引下げ

２．貴社の運転手の，平均的な年収・税込みは（最も多いパターン１つのみ）

①250万円未満 ②250～299万円 ③300～349万円 ④350～399万円 ⑤400～449万円

⑥450～499万円 ⑦500～549万円 ⑧550～599万円 ⑨600万円以上

３．貴社では，過去３年間で，どの位の運転手が離職していますか（定年退職は除く）。

①10％未満 ②10％台 ③20％台 ④30％台 ⑤40％台 ⑥50％以上

４．貴社の車両についてお聞きします。

⒜主たる車種は（１つのみ) ①小型車 ②普通車 ③ダンプ ④トレーラ ⑤特殊車

⒝車両の年式で最も多いのは ①平成元年より前 ②平成元～４年 ③平成５～９年

(１つのみ) ④平成10～14年 ⑤平成15年～

５．業界内で，運送事業者自身（同業他社）の法に反した行為はみられますか。

①多くみられる ②一部の業者にみられる ③とくにみられない

みられるという場合にはその具体的な内容をお聞かせ下さい。

６．規制緩和導入の際，「事後チェック体制の強化」がうたわれていました。関係行政機関の現状をど

う評価していますか。

①十分に機能している ②あまり機能していない ③全く機能していない
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機能していないという場合には，どういう点が問題かを具体的にお聞かせ下さい。

７．トラック運送業界の規制緩和について，どう評価していますか。

①どちらかといえばよかったと思う ②どちらかといえば悪かったと思う

③よかった点も悪かった点もあったと思う ④わからない

悪かった・悪かった点があるという場合には，どういう点が問題かを具体的にお聞かせ下さい。

８．次にあげた事項のうち，「強く望む」ものについて，３つ以内で○をつけてください。

ア ( )適正な原価や利潤を基準とした標準的な運賃を設定させる

イ ( )採算を度外視した運賃価格（ダンピング）を禁止させる

ウ ( )荷主からの無理な発注条件（運行）の禁止，荷主側の相応の輸送コストの負担

エ ( )協力金の要請や，元請による仕事の「丸投げ」や「過大な中間手数料」など，不公正な取

引慣行の禁止

オ ( )行政機関による監査体制の強化や，悪質な運送事業者に対する行政処分の強化

カ ( )自動車関連諸税・燃料価格の引下げ

キ ( )銀行からの充分な資金援助

ク ( )国やメーカーの責任による，低公害車の開発・製造

ケ ( )その他（ ）

最後に，業界の問題点や，業界の発展のための策など，ご自由にお書き下さい。

ご協力，本当にありがとうございました。
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